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の論争は、全体としてはどうも森下の方に分
があるように思えた」（山口［1998］ⅱ頁）
との評価を下していることからは、森下らの
研究が宇野学派の研究に看過しえぬ影響を与
えてきたことが窺い知れる。こうした商業資
本論の２つの研究潮流の密接性に鑑み、ここ
ではまず、森下らの商業経済論と宇野学派の
商業資本論それぞれの独自性を描出すること
から論を起こすこととする。

１．原理論体系の構成要素としての商業
資本論

　はじめに商業経済論の研究視角を探るべく、
代表的な書物（森下［1977］）を紐解いてみ
るに、そこでまず第１に目につくのは、体系
全体が大きく「自由競争段階の資本主義的商
業資本」と「独占段階の資本主義的商業資本」
とに二分されている点であろう２）。これは次
の２つの点において商業経済論の研究視角を
示している。ひとつは、商業経済論の対象が
超歴史的な「商業一般」（８頁）にではなく、
資本主義のもとでの「資本主義商業」（13頁）
におかれている点、またひとつは、「資本主義
商業は、資本主義発展の全段階を通じて同じ
であるわけではない。基本的にはその存立基
盤たる生産の構造の変化に対応して、また商

はじめに

　本稿では、これまでの商業資本論研究の概
観を通じて、拙稿［2016a］［2016b］［2017a］
で展開した議論の背後にある問題意識を提示
することを目的とする。
　日本のマルクス経済学における商業資本論
研究の潮流には、これまで大きく分けて、①
宇野弘蔵を嚆矢として形成されてきた宇野学
派による研究潮流と、②森下二次也に代表さ
れる商業経済論（流通経済論）として纏めら
れてきた研究潮流とがある。これらそれぞれ
の独自性は、以下、本論で明らかにしていく
が、一先ず本稿の立場を明示しておくと、本
稿は前者の宇野学派によって彫琢されてきた
諸研究にその基本的な視座をおいている。
　もっとも、宇野学派の研究は、森下ら商業
経済論と決してねじれの位置にあったわけで
はない。そもそも日本における商業資本論の
本格的研究は、いわゆる「流通費用の資本化」
問題をめぐる宇野・森下論争を引き金にして
展開されたのであり１）、このことは両学派そ
れぞれの研究にその初発から交点があったこ
とを示している。そればかりではない。くわ
えて、この宇野・森下論争に対し宇野学派の
立場に身をおく山口重克が後年、「私には、こ
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　この点については、宇野学派と真っ向から
対立することになろう。商業経済論の研究視
角とは対蹠的に、宇野学派にあっては、商業
資本論はまさに「経済学の一般理論の一部」
としてこれまでも把握されてきた。このこと
は原理論体系を形式面から眺めてみても明ら
かである。商業資本論は信用論や資本市場論
とともにヨリ上位の理論分野である「市場機
構論（利子論）」を構成し、そしてこの「市
場機構論」は利潤論や景気循環論とともに、
全３篇から構成される原理論体系の一極とし
ての「機構論（分配論・競争論）」を構成し
ている３）。ここでは原理論体系を成り立たせ
ている理論分野の一つとして、商業資本論は
その位置づけを与えられているのである。
　また実質面からみてもこのことは確認され
る。これまでも宇野学派において商業資本は、
生産を運動のうちに取り込んだ産業資本に
とって、流通と生産とのジレンマ（本来不確
定的な流通部面において発生した資本が、投
入・産出間に技術的確定性のある生産を運動
のうちに取り込んだことによって生じる軋
轢）を処理するうえで不可欠な機構として、
あるいは社会的再生産を包摂した資本主義的
市場がその再生産過程の円滑な調整を図るう
えで必須の機構として捉えられてきた。この
ことからは、宇野学派の商業資本論が「経済
学の一般理論の一部」として、つまり原理論
体系に不可欠な契機として組み込まれている
ことが理解できよう。
　こうした両者の研究視角の相違は、両者の
問題関心の相違にも当然対応することになる。
うえで述べた「流通費用の資本化」問題およ
びそれに連なる商業資本の自立化ないし商業
利潤の取得根拠といった、いわば『資本論』
から直接に引き出された問題群に対する関心

業に独自の必然性にしたがって変化し発展す
る」（14頁）という記述に示されているように、
いわば資本主義の発展段階論的視角が商業経
済論には存在する点である。
　こうした商業経済論の研究視角は細部の相
違を削ぎ落としてしまえば、概ね宇野学派の
研究視角に近似するものといってよい。前者
については、宇野学派にあってももちろん「商
業資本論」という理論分野の名称に文字通り
示されているように、研究の直接の対象は資
本主義経済であり、そこで活動を繰り広げる
商業資本である。また後者に関しても、段階
論と一先ず区別される原理論（純粋資本主義）
という方法論の採否をめぐる相違、あるいは
重商主義段階の規定をめぐる議論などはある
にせよ、19世紀末の大不況期を基準に自由主
義段階と帝国主義段階（森下のいうところの

「独占段階」）とを資本主義の発展諸段階とし
て設定する視角は共通するといってよい。
　しかし、両者の研究視角は近似する点ばか
りでは当然ない。第２に目につくのは、商業
経済論が「経済学の一般理論の一部」（５頁）
としてというよりも、「部門別特殊理論として
の商業理論の展開を志向する」（７頁）とい
う点である。すなわち、商業経済論の研究視
角は、「経済学の一般理論が、商業の問題をと
り入れる」だけでは「商業にかんする経済学
的認識が完全なものになるとはいえない。と
いうよりも、商業そのものについては、まだ
なにも解明されていないといわなければなら
ない」（5-6頁）という問題意識から発せられ
ているのであり、したがって、「経済学の一般
理論の一部」としての商業理論ではなく「部
門別特殊理論としての商業理論」として、商
業経済論は自身を位置づけることになってい
るのである。
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現状の商業資本論における諸規定の正当性ま
でをも保障するものではない。真の問題は外
部にではなく、宇野学派の内部にこそ山積す
る。
　振り返ってみるに、これまでの宇野学派に
よる商業資本論研究は、その研究視角の転回・
発展からみて大きく３つの時期に区分される。
すなわち、『資本論』第３巻第４篇における議
論の再構築を図り、それを「利子論」という
理論分野をもって捉え直した、宇野弘蔵（宇
野［1950・52］）を起点とする第１期、分析
基準としての原理論を最大目標に、競争論的
観点および機構論的観点の切り出し、行動論
アプローチや分化・発生論的方法などの整備・
貫徹をもって、第１期における「利子論」の
一角としての商業資本論を新たに「市場機構
論」という理論分野の一角へと転回させた、
山口重克（山口［1985］）を起点とする第２期、
個別資本間の組織的関係性の構築を理論展開
の基礎におく、いわば「組織論的観点」の導
入をもって、第２期までに析出されてきた通
説的な商業資本像の全面的な刷新を図り、商
業資本論の射程を大きく広げた、近年の「組
織化」論（福田［1996］、田中［2017］、清水

［2006］）を起点とする第３期――である４）。
以下第２節では、第２期において切り出され
た宇野学派の通説的な商業資本像を描写しつ
つ、その問題点を明らかにしていく。

2.1　「狭小性」から「越境性」へ

　宇野学派における現行の通説的な商業資本
像は、第１に、その理論像の「狭小性」をもっ
て特徴づけられる。これは概して、『資本論』
第３巻第４篇の諸規定に淵源する。すなわち

『資本論』にあっては、「商業資本を特徴づけ
る特性」（K., Ⅲ, S.278,〔４〕335頁）を明ら

の一致を別とすれば、商業経済論にあっては、
例えば商業の段階・部門・機能の分化や商業
組織に関する問題、マーケティングと商業の
関連、商業資本の排除およびその系列化の問
題、商業と消費者との関連、各国・各地域に
おける商業の歴史的発展およびその現状など、
まさしく「部門別特殊理論としての商業理論
の展開を志向する」との研究視角に沿った、
商業それ自体を理論的・歴史的に掘り下げて
いく研究が行われてきた。
　これに対し宇野学派にあっては、その研究
の端緒から現在に至るまで、商業資本論の利
潤論および信用論に対する体系上の位置づけ
が問題とされてきたことに象徴されるように、
商業資本論の研究は当該分野を一層深化させ
ていく方向というよりも、原理論の「体系性」
が強く意識された、利潤論や信用論、資本市
場論といった体系上の他の理論分野との関連
において論じる方向で概ね進められてきた。
商業資本が銀行資本および証券業資本ととも
に市場機構の一角をなし、それが産業資本に
とっての不確定性の解除機構あるいは利潤率
均等化の補足機構としての位置づけを与えら
れてきたことや、あるいは商業資本と銀行資
本との系譜的同一性の当否、景気循環論にお
ける商業資本の取扱いなどをめぐって議論が
なされてきたことは、個々の論者において規
定の相違は残るものの、「経済学の一般理論の
一部」としての商業資本論という宇野学派の
研究視角および問題関心を如実に表している。

２．通説的な商業資本像に対する疑義

　うえで述べた「体系性」を宇野学派の商業
資本論は有すとはいえ、このことは商業経済
論に対する宇野学派の商業資本論の独自性な
いし強みを示すものではあっても、必ずしも
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論』において捨象された小売商業として把握
されることとなる（496頁）。
　これに対し商業資本論を信用論に先行させ
た山口［1985］にあっては、体系構成上、上
記の宇野が示す信用の限界は一先ず問題とな
らないため、商業資本には小売・卸売の区別
のない定義が与えられている６）。このことは、
一面では商業資本像の拡張ともいいうるが、
しかし小売と卸売を区別しない、あるいは区
別することに原理的意義を求めないという意
味では商業資本像の平板化ともいいうる。商
業信用論から銀行信用論への展開において

「商業資本の銀行資本としての独立化」とい
う論理が導入されたことや、またこの論理が
引き起こすこととなる分化・発生論の多義化

（「資本の分化」論の混在）があらわれたこと
の原因は、一方の商業資本像の拡張に、また
商業組織の問題および消費部面が原理論にお
いて取り扱われない原因は、他方の商業資本
像の平板化に求められることになる。
　つづいて、③´投機的活動については、宇
野［1953］が、商業資本の活動は「好況期に
おける再生産過程の発展をその投機的活動に
よる価格の騰貴によって歪曲して表現し、真
実の価格関係を隠蔽する」（78頁）という論
拠をもって商業資本ごと恐慌論から捨象した
ことは周知のとおりである。もっとも、これ
は恐慌論からの商業資本の捨象であっても商
業資本からの投機的活動の捨象ではなく、ま
た後の論者にあっても、恐慌論ないし景気循
環論への商業資本の投機的活動の導入が試み
られてきたのであり、この限りでは一見、商
業資本における投機性は回復されたかにもみ
える。しかし、こうした商業資本の投機的活
動はあくまで多くの場合、恐慌論ないし景気
循環論の文脈において導入されているので

かにするという目的設定ゆえであろう、いく
つかの要素が捨象され単純化された商業資本
像が提示されている。捨象されている諸機能
としては、①「運輸業や分配可能な形態にあ
る商品の保管や分配」（K., Ⅲ, S.279,〔４〕
336頁）、②「保管や発送や運輸や仕分けや小
売り」（K., Ⅲ, S.292,〔４〕353頁）、「小売商
人の資本」（K., Ⅲ, S.298,〔４〕359頁）、③
商業における「投機の考察」（K., Ⅲ, S.318,〔４〕
384頁）――というように、いわゆる運輸・
保管機能、小売商業、投機的活動を捨象され
た商業資本像が設定されているわけである。
　これら諸機能の捨象は、多少の変遷はあり
ながらも、宇野学派の商業資本像においては
概ね継承されてきたといってよい。①´運輸・
保管機能については、それが商業資本の活動
に含まれていることは認められるものの、そ
れが「投下資本量とその成果との間に一定の
技術的決定関係のある、流通過程に延長され
点在している生産過程とでもいうべき過程」
である限り、これからあがる利潤は「産業資
本の利潤と同質」であるということから、結
局のところ商業資本ないし商業利潤の考察に
おいては通常「度外視」されることになる（山
口［1985］210頁）。
　また、②´小売商業については、商業資本
論と信用論の体系順序の変更に伴い、その取
扱いは２度の変更が行われた５）。まず『資本
論』とは対称的に商業資本論を信用論に後続
する位置に据えた宇野［1950・52］にあって
は、「資本家と直接の消費者との間に行われる
売買」は「商業信用乃至銀行信用をもって補
足すること」が「出来ない」との論拠から、「商
業資本の考察にあたっては産業資本家の直接
の消費者に対する関係が先ず問題とせられな
ければならない」として、商業資本が『資本
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銀行資本が導出されればこの金融機能は銀行
資本に概ね吸収されてしまうことになる。商
業資本の銀行資本としての独立化という論理
に沿って論じられる商業資本の金融機能は、
したがって、結局は銀行資本の金融機能にす
ぎないのであり、商業資本が商業資本として
有す金融機能は未だ正面切っては論じられて
いないといえよう。
　以上の、通説的な商業資本像の「狭小性」
に対し指摘されるべき問題点は、単にこれら
諸機能が商業資本から捨象されている点にあ
るわけではない。最大の問題点は、これら諸
機能の捨象と同時に商業資本の他の部面ない
し理論分野への関与を問うことが妨げられて
いる点にある。すなわち、運輸・保管機能の
捨象は、これら諸機能がこれまで「流通過程
のなかで持続する生産過程」（K., Ⅲ, S.279,

〔４〕336頁）とみなされてきたことから振り
返ると、生産部面への商業資本側からの回路
を封鎖するものとなる。この他、小売商業の
捨象は消費部面への、金融機能の捨象は金融
部面への、投機的活動の捨象は景気循環論へ
の商業資本側からの回路を封鎖する、いわば
商業資本の「越境性」を捨象するものである
といえよう。
　こうした「越境性」の捨象は、商業資本の
活動範囲を流通部面、それも特に対生産部面

（資本間の市場部面）における商品売買に固
着させることになるばかりか、宇野学派の商
業資本論が有す「体系性」という強み、すな
わち、利潤論・信用論・資本市場論といった
原理論体系における他の理論分野と商業資本
論との関連を探ることができるという強みを
自ら放棄するものと考えられよう。次にみる
通説的な商業資本像における「分散性（非組
織性）」および「補足性（従属性）」は、この

あって、商業資本の一般的規定を与える商業
資本論において十全に論じられているわけで
はない。商業資本に一般的規定を与える段に
あっては、多くの場合、投機的活動はイレギュ
ラーな機能として捨象されているのである。
　なお、現行の商業資本像にあっては、『資本
論』における上記の諸機能の捨象の他に、受
与信の媒介や貨幣取扱業務などの金融機能も
また捨象されていることを指摘できる。この
ことはまず、Ａ）商業資本を論じる『資本論』
第３巻第４篇のうちの一章として位置づけら
れている商業資本の「亜種」（K., Ⅲ, S.278,〔４〕
335頁）としての「貨幣取引資本」を、銀行
資本における貨幣取扱業務に読み替えていっ
たことに表れていよう７）。また、Ｂ）商業資
本論を信用論に後続させる体系構成を採用し
た論者らにおいて、「自己資本を仕入れに用い
ない」（日高［1972］78頁）あるいは「原則
として仕入れは手形でおこなわれる」（大内

［1981・82］下694頁）との規定を与えられた
商業資本が、商業資本論を信用論に先行させ
る論者のもとではこれと真逆の、「商業資本は
固定的な生産過程をもっていないために定着
性や資本活動の継続性に問題があり、一般的
にいって信用を与え難い資本である」（山口

［1985］224頁）との規定を与えられたことも、
商業資本における金融機能の捨象と捉えるこ
とができよう。
　さらに、Ｃ）商業資本の銀行資本としての
独立化という論理もまた、金融機能の商業資
本からの捨象にかかわる８）。すなわち、この
論理は商業資本における信用代位業務の展開
に注目するものであるため、一見商業資本の
金融機能が重視されているかにもみえる。し
かしこれは、あくまで銀行資本を導出するう
えで論じられる商業資本の金融機能であって、
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る。
　このような宇野学派とは対照的に、商業経
済論にあっては、商業組織をめぐる議論がこ
れまでも広く行われてきた９）。そこでは卸売
と小売の段階分化をはじめ、商業部面におけ
る階層・部門・機能分化、商品取引所など、
およそ宇野学派の商業資本論ではふれること
のできない議論が展開されている。もっとも、
こうした商業経済論の議論は、宇野学派の研
究視角からすれば、「部門別特殊理論としての
商業理論」にすぎないとの評価もありえよう。
実際にこうした評価をもって従前の宇野学派
の論者らが商業組織の問題を商業資本論にお
いて議論されるべき対象から外してきたかど
うかは定かではないが、「経済学の一般理論の
一部」としての商業資本論を志向する宇野学
派において対象とされてこなかったことは概
ね事実である。したがってこの限りでは、商
業組織を対象とするかどうかは、詰まるとこ
ろ双方における研究視角の相違ということに
なろう。
　しかし、「経済学の一般理論の一部」として
の商業理論であれば、「組織性」なき商業資本
像および商業組織論の不在は肯定されるのか、
どうか。この疑問は、商業資本論に隣接する
信用論におけるこれまでの議論からも照射さ
れる。商業資本論において商業資本の「組織
性」および商業組織論が留保されてきたこと
とは対照的に、信用論にあっては銀行資本の

「組織性」および銀行組織論がこれまでも仔
細に論じられてきた。もっとも、そこでの銀
行「組織」ないし「組織化」の意味を問えば、
それが「銀行間取引」と如何なる点で区別さ
れるものであるのかは判然としないが、いず
れにせよ、中央銀行の「唯一の発券銀行」と
しての把握を基礎とした発券集中論および

「越境性」の剥奪と対応しているのである。

2.2　「分散性」から「組織性」へ

　宇野学派における通説的な商業資本像は、
第２に、「分散性（非組織性）」をその特徴と
している。これも上記の「狭小性」と同様、『資
本論』第３巻第４篇の規定に由来する。すな
わち『資本論』にあっては、上記の諸機能の
捨象と併せて「商業資本の分割に関すること」
もまた「考察の範囲外」とされている（K., Ⅲ, 

S.318,〔４〕384頁）。『資本論』の商業資本
像は、こうした商業組織に関する問題の捨象
という意味でもまた「狭小性」として特徴づ
けられる現行の理論像の発端であったことに
くわえ、組織化を遂行する能力である「組織
性」が剥奪されているという意味でもまた、
次に述べるように、現行の商業資本像の「分
散性」の淵源となっているのである。
　すなわち、商業資本における「組織性」の
捨象ないし商業組織論という理論分野の原理
論からの捨象は、まずもって宇野［1950・
52］によって受け止められている。前述のよ
うに、宇野において商業資本は『資本論』と
は対極の小売商業として捉えられたにもかか
わらず、結局は「商業資本の種々なる分業的
専門化は問題とならない」（496頁）という『資
本論』と同様の視角が維持されている。こう
した宇野の視角はその後の研究においても、

「具体的な商業の分業組織」の問題は「ブラッ
ク・ボックスに入れられている」（山口［2006］
64頁）という記述に端的にみられるように、
概ねそのままのかたちで継承されてきたと
いってよい。宇野学派における現行の商業資
本論にあっては、要するに、商業資本の「分
散性」および商業組織論の不在という『資本
論』以来の設定が受容され続けてきたのであ
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になろう。

2.3　「補足性」から「独立性」へ

　現行の通説的な商業資本像にあっては、第
３に、産業資本に対する「補足性（従属性）」
がその特徴として認められる。これもまた「狭
小性」および「分散性」と同様、『資本論』第
３巻第４篇の規定に概ね由来するといってよ
い。「商人資本の存在とある程度までの発展
とは、資本主義的生産様式の発展のための歴
史的前提でさえもある」（K., Ⅲ, S.339,〔４〕
407頁）との記述があるように、『資本論』に
おいては商人資本の資本主義的生産の発展に
対する役割が一方で認められるとともに、他
方では「資本主義的生産の発展が進むにつれ
て商業資本が産業資本に従属して行く」（K., 

Ⅲ, S.341,〔４〕410頁）と、資本主義的生産
の発展の下での商業資本の産業資本に対する

「従属性」が指摘されている。資本主義的生
産の発展を基点とする商業と生産との主従関
係の反転という歴史認識が、『資本論』で展開
される商業資本論の背後に横たわっているわ
けである。
　資本主義経済のもとでの商業資本を産業資
本に対し従属した存在とするこうした視角は、
宇野以降の研究において定説化されていくこ
とになる。これはまず、『資本論』にあって依
然として不明瞭であった商人資本と商業資本
との区別を明確にしたことから論じられる。
すなわち、宇野によって「商業資本は、産業
資本の利潤の規定の上で規定しうるもので、
これを歴史的に旧い資本形態たる商人資本と
混同してはならない」（宇野編［1955］225頁）
とされたわけであるが、このことは『資本論』
における資本主義的生産の発展を基点として
商業と生産との主従関係が反転したとする視

「銀行の銀行」としての把握を基礎とした銀
行間組織論といったこれまでの議論の文脈に
おいて、「組織」ないし「組織化」が問題対象
に組み込まれていたことは明白である。
　このことは「経済学の一般理論の一部」で
あっても、それが信用理論に関してであれば、

「組織」ないし「組織化」を議論することは
肯定されるということではあるまい。むしろ、
資本主義経済の分析を目的とする「経済学の
一般理論の一部」であるからこそ、現実の資
本主義経済に鑑みる限り看過しえない銀行資
本における「組織性」およびそれに基づく「組
織」ないし「組織化」が、理論的に解明され
るべき対象に定められてきたものと受け止め
る必要があろう。
　これは同様に、商業部面においても貫徹さ
せられなければならない。もちろん、「小売商
業資本と卸売商業資本との分化」をはじめと
する「商業の分化」（森下編［1967］94頁）
を第一の対象として設定する商業経済論にお
ける商業組織の議論が、「経済学の一般理論の
一部」としての商業資本論において展開され
るべき商業組織論として適切かどうかは検討
の必要があろう。しかし、商業資本の「組織
性」や商業組織論それ自体は、「部門別特殊理
論としての商業理論」に固有の対象ないし理
論領域としてそこに押し込めておくべき事象
ではない。これは歴史的にも、また現状の資
本主義経済においても商業組織論という枠組
みをもって分析されるべきなんらかの対象が
実在するということからだけでなく、以下み
ていくように、理論的にも商業資本から「組
織性」を捨象することは、産業資本に対し過
度に従属的な不当ともいえる商業資本像につ
ながるばかりか、対する産業資本にも不当な
理論像を負荷することからも理解されること
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　このような産業資本に対する「従属性」は、
その後、商業資本論それ自体に再構成の手が
くわえられながらも、現行の通説的な商業資
本像へと継承されている。このことは３つの
点から確認できよう。
　ひとつは、商業資本の理論像の背後にある、
上記の『資本論』以来の歴史認識の継承に表
れている。「十七世紀から十八世紀にかけて
イギリスで生成・発展を開始した産業資本は、
それに先行して存在したこれらの商品経済的
諸機構を歴史的前提として利用しながら成長
し、十九世紀にかけてのその確立の過程でこ
れらの諸機構を自分自身のための内的機構と
して産業資本に従属させ、そのようなものと
して再編成した」（山口［1985］206頁）とい
う歴史把握は、資本主義的生産の発展を基点
として商業と生産との主従関係の反転があっ
たとみる『資本論』および宇野、森下らに通
底する歴史認識になんら齟齬するものではな
い。資本主義のもとでの産業資本に対する商
業資本の「従属性」は、現行の商業資本論に
おける歴史認識としてなおも認められている
わけである。
　またひとつは、商業資本論の展開方法とし
て彫琢されてきた「分化・発生論」に表れて
いる。この方法が採用される理由および意義
は、商品経済的諸機構に「産業資本から発生
した特殊的な分化形態として展開しうる側面
があることを明らかにすることによって、こ
れらの諸機構が産業資本と異質な対立物では
なく、むしろ分身的な補足物であることを論
理的に示してみせるため」（同上書206-207頁）
と説明されるが、この記述に明らかなように、
分化・発生論はその方法論的意義のうちにす
でに、商業資本をはじめとする商品経済的諸
機構の産業資本に対する「補足性（従属性）」

角をさらに強化するものであったといえよう。
これによって、生産に対し「主」の立場の商
人資本と「従」の立場の商業資本というコン
トラストが、『資本論』よりもさらに明瞭に原
理論のうちに内包されたものと考えられる。
　また、うえの引用からも分かるように、商
人資本に対し商業資本の独自性を切り出す際
にすでに、「産業資本と、その利潤とを前提と
して発生する、産業資本の副次的な存在」（224
頁）として商業資本は規定されることとなっ
ている。このことは商業資本がそもそも、そ
の定義を与えられる段においてすでに、産業
資本に対し補足的ないし従属的な資本種とし
て原理論に位置づけられていることを示して
いる。商人資本と区別された商業資本は、つ
まるところ、生まれながらにして補足的・従
属的な理論像として彫刻されたわけである。
　こうした宇野の見解は、森下ら商業経済論
とも概ね共通する。森下にあっては、商業資
本と商人資本という区別ではなく、「資本主義
のもとでの近代的商業資本」と「それ以前の
社会形態のもとにおける前期的商業資本」と
いう区別がとられたうえで（森下編［1967］
19頁）10）、後者が「生産にたいして絶対的な
自立性」を有し「生産を支配する」関係にあ
るのに対し（20頁）、前者は「資本の全運動
のひとこまをになうにすぎない」ことから生
産に対する「相対的自立性」を特徴とすると
同時に、「生産が商業にたいして優位に立って
いる」ことが認められている（21-22頁）。資
本主義のもとでの商業資本は、「産業資本から
派生し、結局においてそれに従属する資本」

（森下［1993］34頁）であるとの視角は、宇
野学派にとどまらず、要するにマルクス経済
学における当初からの共通理解であったので
ある11）。
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口［1998］16頁）、個別的側面だけでなく社
会的側面からも商業資本の「補足性」が認め
られたという意味において、従来よりもさら
に商業資本を産業資本の補足的機構とする見
方が強まっていると考えられよう。「物神性
論的観点」から「機構論的観点」への展開は、
商業資本の「補足性」を「独立性」へと転回
させるものではなく、むしろその「補足性」
を助長する側面を有していたともいえるわけ
である。

３．近年の宇野学派における「組織化」
論の展開と問題点

　以上のような「狭小性・分散性・補足性」
によって特徴づけられる通説的な商業資本像
に対し、宇野学派においても近年、商業資本
と産業資本との間で締結される「長期的かつ
安定的」（田中［2017］136頁）あるいは「期
間契約的」（清水［2006］31頁）取引を基礎
とする、いわば「組織論的観点」を軸に新た
な商業資本像の構築を模索する動きが第３期
の商業資本論研究として現れてきている。本
節ではこの新潮流たる、いわば「組織化」論
が提起された背景およびそれが有す理論的意
義を、その代表的論者と目される清水［2006］
に沿って明らかにしたうえで、拙稿（とくに

［2017a］）の議論に直結する問題点を示す13）。

3.1　「組織化」論の展開

　はじめに「組織化」論の論旨を明確にする
ため、ポイントのみ簡潔に示しておこう。「組
織化」論のポイントは、産業資本における流
通過程の不確定性による制約と、商業資本に
よるいわゆる「押し戻し」との軋轢にその眼
目をおいている点にある14）。
　すなわち、生産過程を運動のうち有す産業

の論証を含んでいる。上述の歴史認識が商業
資本を論理的に導出する前段階の視座である
とすれば、分化・発生論は商業資本を導出す
る段階の視座をなす。商業資本にとって産業
資本への従属は、この点に鑑みても、もはや
受け入れざるをえない宿命であったとさえい
えよう。
　さらにひとつは、商業資本論の「機構論的
観点」に基づく再構成に表れている。商業資
本論をうちに含む市場機構論（利子論）研究
においてはこれまで、宇野をはじめとしてみ
られる「資本主義的生産の物神崇拝的性格が
次第に完成して行く過程」（山口［1983］105
頁）に着目する「物神性論的観点」に基づく
展開を廃し、代わって「機構論的観点」に基
づく展開を軸に据えるという、研究史上大き
な転回がなされてきた12）。すでに述べた商業
資本論と信用論の体系上の順序の入れ替えは
この転回を象徴するものであり、これに伴っ
て市場機構論における個々の諸規定には多く
の改定がくわえられてきた。
　しかし、この機構論的観点のもとでもまた

「商業資本は、個別的利潤率を異にする諸産
業資本の資本蓄積を補足する機構として役立
つことによって、資本配分の調整過程を補足
的に媒介し、もって一般的利潤率の形成を補
足する機構としての意義を受取る」ことにな
る（同上書31頁）。この引用はまさに「補足」
のオンパレードであるが、とりわけ宇野

［1964］、鈴木編［1962］ら従来の諸研究にお
いては「きわめてあいまいな形で提出されて
いるだけで、積極的には殆ど問題にされてき
ていなかった」、「商業資本が個別産業諸資本
の増殖と蓄積にたいして果す実質的機能の意
図せざる結果として利潤率の均等化が促進さ
れるという観点」が明確化されたことは（山
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ら外れた産業資本による準備の節減方法には、
「確定性の高い節減様式と不確定性の高い節
減様式」との二様があるという。すなわち「産
業資本は、一方において利潤率の増進という
狭義のメリットを求めるものであり、それは
流通資本の節減を促す要因となるが、他方に
おいては資本価値の保存という広義のメリッ
トを求めるものであり、それは流通資本の節
減に歯止めを掛ける要因となる」のであって、
こうした二つの要因のせめぎ合いから、流通
資本の節減に対する「抵抗が強ければ、小幅
でも高い確定性をもつ期間短縮効果が必要」
であり、逆に抵抗が弱ければ、「確定性は低く
ても大幅の期間短縮効果が必要」になるとい
うのである（27頁）。
　次に、商業資本の発生根拠に関して清水は、
商業資本による「押し戻し」は特に珍しい事
態ではないという見解を「大枠として受け入
れる」（28頁）としながらも、「押し戻し」と
いう事態が課す「双方にとっての一方的な関
係打ち切りのリスクを縮減するため」（23頁）
には、「取引中止の事前通達や取引規模の漸次
的縮小など」（32頁）の工夫を施した、「ある
程度の期間契約的な確定性」をもつ「委譲＝
代位関係」（31頁）が要件となることを指摘
する。そして、商業資本によるこうした期間
契約的な「代位」が、産業資本におけるヨリ
強い流通資本の節減に対する抵抗を解除する
のに適したビヘイヴィアであり、「期間契約的
な「代位」こそを、商業資本の典型的なビヘ
イヴィア」（39頁）として捉えるのに対して、
流通資本に対する「節減抵抗が弱い場合の要
請に応じるのは、ごく単発に大口の買い付け
を行なうというタイプの「代位」」（同上）で
あるということから、商業資本の分化・発生
以後の商業機構は、「期間契約的な「代位」を

資本にとって流通過程の不確定性、とりわけ
販売期間の不確定性は、それに事前に対処す
るために準備すべき流通資本量の不確定な過
不足を引き起こすことによって利潤率に対し
マイナス要因として働くことになる。商業資
本は産業資本におけるこうした制約を解除す
る機構として発生するが、必ずしも常に産業
資本の販売過程を代位するわけではなく、そ
こに利潤が見込めない際にはそれを「押し戻
す」、つまりその産業資本からは買わないと
いうオプションを手にしている。こうしたオ
プションが商業資本よって常に握られている
限り、産業資本は常時販売過程の「押し戻し」
リスクを抱えることになるため、販売期間の
確定化によって可能となる固定資本の遊休リ
スクの回避および投下流通資本量の切り詰め
といったメリットを享受することができない。
商業資本が「押し戻し」オプションを保持し
た状態で産業資本の販売過程の確定化が可能
になるには、したがって、両者の間で締結さ
れる取引関係に継続性ないし連続性をもたせ
ること15）、つまり「長期的かつ安定的」ない
し「期間契約的」な委譲・代位関係が構築さ
れる必要がある――以上が概ね「組織化」論
の着眼点となっている。ではこれを踏まえた
うえで、以下、清水［2006］に沿って「組織
化」論の問題提起を詳しくみていこう。
　まず清水は、流通期間の変動に対応するた
めの産業資本における準備機構のあり方に関
して、「過少準備を回避しようとするのが産業
資本の一般的な行動様式であるとはいえ、そ
れとは行動様式を異にする産業資本の存在も
排除できない」とし、予想最大量の流通資本
の準備が必要であるとする「「最大」説から
外れた産業資本の準備行動のありうること」
を指摘する。そして、こうした「最大」説か
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は「期間契約的」な取引のうち最も極端なケー
ス（48,229頁）、④個別の事情に応じて一定
の幅で変容しうる柔軟な関係（48頁）――な
どが「期間契約的な委譲＝代位関係」の内容
として示されている。要するに、「「委譲＝代
位」の特性とは、取引の結び方や切り方に施
される工夫、取引形態の組み替えにこそ存す
る」（230頁）のであり、そうした「工夫の余
地は、関係を打ち切るにしてもその打ち切り
方に猶予性をもたせること」（229頁）にある
と考えられているわけである。

3.2　「組織化」論の意義と課題

　さて、以上が「組織化」論のこれまでの商
業資本論に対する問題提起であるが、このこ
とは一先ず、上述した通説的な商業資本像と
の関係でいえば、当該商業資本像から「狭小
性・分散性・補足性」といった性質を剥ぎ取
り、「越境性・組織性・独立性」という本来の
性質を商業資本に回復させる、つまり商業資
本像の刷新を図るという理論的意義を含んで
いる。
　すなわち、商業資本論への「組織論的観点」
の導入は、それが「長期的かつ安定的」ない
し「期間契約的」といったこれまで原理論に
おいて想定されてこなかった個別資本間にお
ける継続的な取引関係の締結を提起するもの
であることから、従来の分散的にのみ行動な
いし競争するとされてきた個別商業資本のう
ちに「組織性」を含ませる、つまり「分散性」
を解消する試みであるということができる。
　また先述したように、「組織化」論にあって

「長期的かつ安定的」ないし「期間契約的」
性格を有す取引関係が提起された背景には、
商業資本による「押し戻し」、つまり商業資
本が「買わない」というオプションを保持し

行なう商業資本によって中核が占められ、こ
れを単発的な「代位」を行なう商業資本が取
り巻いている」という「二重化された構造」（40
頁）をもつことが示されている。
　以上のことから、産業資本間にみられるよ
うな売買関係一般に比した、商業資本と産業
資本との間に結ばれる委譲＝代位関係の特性、
つまりそれが期間契約的な性格をもつという
ことが強調されており、くわえて、こうした

「代位市場に特有の事情からそこでの現金取
引に付与された粘着性」は「信用取引がもと
もと具えているはずの粘着性とは区別される
べき」ということから、期間契約的性格をも
つ委譲＝代位関係が売買関係一般のみならず
信用関係の粘着性とも異質であることが示さ
れている（33頁）。このように切り出された
期間契約的な委譲＝代位関係であるからこそ、
産業資本は「他の産業資本との取引をつうじ
ても取得可能な期間短縮効果ではなく、商業
資本との取引ならではの期間確定効果」（34
頁）を得ることができ、これをもって「資本
価値の保存という広義のメリット」（27頁）
を担保しつつ、流通資本の切り詰めを果たす
ことが可能になるとされるのである。
　ではつづけて、この商業資本と産業資本間
の「期間契約的な委譲＝代位関係」の内容に
ついてもみておこう。清水［2006］の叙述か
らみてとれる点をいくつか列挙すれば、①取
引中止・押し戻しの事前通達の義務化や猶予
期間の設定（33,229頁）、累積的数量割引（32
頁）、取引規模の漸次的縮小の義務化（32,229
頁）などの条件を含みうる、②一時に大量の
商品を買い付けるという大口性や、生産を終
えたばかりの商品を間をおかず買い取るとい
う迅速性が特徴ではない（6,284頁）、③買い
取り数量や卸値ならびに期間を固定する取引
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ひとつは売買関係一般に対する「委譲＝代位
関係の特性」を強調する側面と、またひとつ
は産業資本間の取引関係と比較した「委譲＝
代位関係の特性」を強調する側面とである16）。
　前者の売買関係一般とは、期間契約的な取
引関係では当然なく、反対に、「基本的には単
発的な取引関係にすぎず、持続するにしても
いつ何時打ち切られるともしれないもの」

（229頁）を指している。とすれば、これと同
じように対比される後者の産業資本間の取引
関係もまた、同様に「基本的には単発的な取
引関係」として捉えられていると考えられよ
う。要するに、ここで「期間契約的」な性格
をもつ商業資本と産業資本との「委譲＝代位
関係の特性」を際立たせることは、これとは
対照的に産業資本間の取引関係を「単発的な
取引関係」として描出することに結果してい
る。商業資本と産業資本との取引関係＝「期
間契約的（継続的）」、産業資本間の取引関係
＝「単発的」、という切り分けがなされてい
るのである。
　しかし、「委譲＝代位関係と売買関係との差
異を強調すること」（35頁）は、産業資本間
の取引関係が委譲＝代位関係と異なる、つま
り継続的な取引関係ではなく単発的な取引関
係でしかないということまで含みうるものか、
どうか。言い換えると、産業資本間の取引関
係においては継続的な性格はもちえないのか、
どうか。商業資本と産業資本との「委譲＝代
位関係の特性」の考察に先立って、この点が
まずもって検討されなければならないのでは
ないか。拙稿が出発点に見定めた課題はここ
にある。産業資本からの「組織性」の剥奪と
いう「組織化」論の抱えるこの問題が、原理
的にみて如何なる問題を孕んでいるかの詳細
については拙稿を参照されたい17）。

ていることに対する着目があったのであるが、
この「押し戻し」というオプションは本来、
産業資本の利潤率増進活動に対し商業資本は
必ずしも寄与しない側面があることを示すも
のであった。このことからすると、商業資本
における「押し戻し」は従来の通説的な商業
資本像にあって稀な、産業資本に対する商業
資本の「非補足性」＝「独立性」を示すもの
と捉えられるのであって、したがって、これ
への着目に基づいた継続的取引関係＝「組織
論的観点」の導入は本来、商業資本における

「補足性（従属性）」の解消を目的としたもの
であったということができよう。
　さらにこうした「組織性」および「独立性」
の回復は、これら性質と同じく従来捨象され
てきた保管・運輸、小売業務、金融業務、投
機的活動などの諸機能を商業資本に回復させ
ることにつながっていく。「狭小性」が解消
されることによって、資本活動の商業部面の
外部への射程延伸を可能にさせる「越境性」
が再び商業資本に引き戻されるわけである。
　もっとも、以上の「組織化」論による商業
資本像の刷新は、それが従来よりも商業資本
の活動の自由度を高め、それをもって商業資
本論の再構築を可能にさせるものになるにせ
よ、なおも十分なものとはいえない。最後に、
拙稿の議論に直結する「組織化」論の問題点
について、再び清水［2006］に依って述べて
おく。
　清水にあっては、商業資本と産業資本との
間で結ばれる委譲・代位関係は「期間契約的」
な性格をもつとされているのであるが、こう
した「委譲＝代位関係の特性」（229頁）は、
これとは異なる他の取引関係と比較して論じ
られている。そして、そこでは総じて２つの
側面からの説明がなされている。すなわち、
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注
１）「流通費用の資本化」問題ないし宇野・森下論

争については、山口［1983］第２章第５節、拙稿

［2017b］第２節第３項参照。

２）以下、森下［1977］目次1-4頁参照。

３）宇野［1950・52］、山口［1985］、小幡［2009］。

４）拙稿［2017b］は第１期から第２期への転回、

同［2014］は第２期の展開、同［2015］は第２期

から第３期への転回にそれぞれ対応している。

５）商業資本論と信用論の体系順序の問題について

は、拙稿［2014］第Ⅱ節第１項、同［2017b］第

３節第３項参照。

６）山口［1985］209頁参照。

７）日高［1972］1-8頁参照。

８）山口［1985］において銀行資本は、商業資本が

「債権の集積」と「情報の集積」をもとに「信用

代位業務だけで独立」したものとして把握されて

いる（226頁）。

９）森下［1960］の改訂版である森下［1977］にあっ

ては、旧版において「章」の「補説」として論じ

られていた「商業資本の分化」に関する問題が「章」

へと格上げされている。これは商業経済論にあっ

て商業組織の問題が、一層重要度を増しつつあっ

た論点であったことを示していよう。

10）「前資本主義商業」と「資本主義商業」との記

述もある（森下［1993］37頁）。

11）この他、安部［1947］13頁参照。

12）「物神性論的観点」から「機構論的観点」への

転換については、拙稿［2017b］第３節第１項参照。

13）「組織化」論のはしりと目される、福田［1996］

および田中［2017］それぞれ議論については、拙

稿［2015］注６参照。

14）「押し戻し」に関しては、山口［1983］258-259, 

294頁、 同［1985］214-216頁、 同［1998］71-78,  

202-218頁参照。

15）「組織化」論と括るにしても、厳密には、「相対

的に安定的な性格」（福田［1996］297頁）、「長期

的かつ安定的」（田中［2017］136頁）、「期間契約的」

（清水［2006］）、それぞれの取引の内容は異なっ

ている。だが、取引関係解消の事前通達などの工

夫を凝らすことによって、取引関係に連続性・継

続性をもたすものである点では一致する（福田

［1996］297頁、田中［2017］136頁、清水［2006］

31-32頁）。本稿で使用する、取引の継続性ないし

継続的取引という用語はこれを指す。

16）売買関係一般と比較しているものとして、「売買

関係一般に比した委譲＝代位関係の特性」（清水

［2006］227頁）という記述が、また産業資本間の

取引関係と比較している例として、「産業資本と商

業資本との間に結ばれる取引関係が、いかなる点

で産業資本どうしの取引関係と異なるかという、

委譲＝代位関係のいわば形態的特性」（284頁）と

いう記述が挙げられる。前者については他に23, 

35, 36, 227, 229, 285頁、後者については他に5-6, 

34, 88, 284頁参照。

17）拙稿の概要を示しておく。まず起点となる拙稿

［2017a］では、「組織化」論の最大の問題点と考え

られる「組織性」なき産業資本像の刷新を図り、

それを踏まえたうえで組織化の定義の洗い出しを

行った。これは「組織化」論では不十分であった、

市場機構論の端緒の産業資本への組織論的観点の

埋め込み（市場機構論における組織化の第１実

装）、そして市場機構論という一理論分野を貫く

組織化概念の構築（市場機構論における組織化の

第２実装）を図ることで、組織論的観点に基づく

市場機構論の再構成を基礎づけることを目的とす

るものである。

 　次に、同［2016b］では、同［2017a］における

産業資本像の刷新（産業資本における「組織性」

の回復）を踏まえ、「組織化」論にあってはなお不

十分であった従来の「狭小性・分散性・補足性（従

属性）」として特徴づけられる通説的な商業資本

像の刷新、行動論アプローチおよび分化・発生論

の広義化、そして「組織化」論が規定するところ

の組織化概念の検討を行った。これによって商業

資本に「越境性・組織性・独立性」という性質が

回復されることになったほか、商業資本ないし商

業組織の固有性が対生産部面（資本間の市場部面）

にではなく、対消費部面（最終消費者と資本との

間の市場部面）に現れることを示した。

 　さらに、同［2016a］では、商業資本の「越境性」

を延伸する試みのひとつとして、商業資本の金融
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部面における活動を展望した。同［2016b］で摘

出された対消費部面における商業資本ないし商業

組織の固有性という論点は、必ずしも対生産部面

において商業資本が果たす役割を絶対的に不要な

ものとすることを意味しない。ここでは、従来の

通説的な商業資本像にあって捨象されてきた金融

機能が回復させられることによって、また産業資

本にあって発揮されることのない商業資本という

資本種の特性が発揮されることによって、商業資

本が独自の役割を対生産部面において果たすこと

が、信用論における従来の問題点の検討を通じて

論じられた。

 　以上総じて、拙稿では従来の商業資本論から「組

織化」論に至ってもなお残されていた問題を起点

に検討を開始し、同時にそこから翻って「組織化」

論の従来の商業資本論に対する問題意識を汲むか

たちで、これまでの商業資本論の再構築を図った

わけである。
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